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○ 貸金業者による消費者向け貸付を中心に、巨大な貸金市場が形成

【貸金業者による無担保無保証の消費者向け貸付け（平成19年2月末時点）】

貸付残高 約13.8兆円 利用者数 約1,170万人
（少なくとも国民の10人に1人は、いわゆる消費者金融の利用者）

○ 多重債務問題の深刻化（借り手の返済能力を上回る貸付けが行われ、多重債務者が多く発生）

平成19年2月末時点で５件以上の利用者は約180万人 、これらの者の平均借入総額は約240万円

貸金業法制定以来の抜本改正 （多重債務問題への抜本的総合的対策）

① 貸金業の適正化のための規制の見直し（参入規制・行為規制の強化等）
② 過剰貸付抑制のための総量規制の導入等（年収の3分の1を超える借入れは原則禁止）
③ 金利体系の適正化
④ ヤミ金融対策の強化

※ 多重債務問題の直接の背景として考えられるもの
・ 高金利
・ 過剰な貸付け（貸付けの際に借り手のリスクの把握が不十分）
・ 商品性（借入れが容易であり、金利負担を認識しない返済システム）
・ 借り手の金融知識・計画性の不足 等

（注）数値には､リボルビング契約の契約者で残高のない者及び既に自己破産して残高のない者は含まれていない。
データ出典：全国信用情報センター連合会（現日本信用情報機構）の保有データ

多重債務問題と平成18年の貸金業法改正
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貸金業法等改正の概要

ⅠⅠ．貸金業の適正化．貸金業の適正化 Ⅱ．Ⅱ．過剰貸付の抑制過剰貸付の抑制

１１．貸金業への参入条件の厳格化．貸金業への参入条件の厳格化
最低純資産額を5,000万円以上に引上げ

貸金業務取扱主任者の資格試験を導入し、合格者
の営業所ごとの配置を義務付け

２．貸金業協会の自主規制機能強化２．貸金業協会の自主規制機能強化
貸金業協会を当局の認可を受けて設立する法人と
し、広告の頻度や過剰貸付防止等について自主規
制ルールの制定を義務付け

３．行為規制の強化３．行為規制の強化
夜間に加えて日中の執拗な取立行為など、取立規
制の強化
貸付けにあたり、トータルの元利負担額などを説明
した書面の事前交付の義務付け
貸金業者が、借り手等の自殺により保険金が支払
われる保険契約の締結の禁止

４．業務改善命令の導入４．業務改善命令の導入
規制違反に対して機動的に対処するため、登録取
消や業務停止に加え、業務改善命令の導入

１．指定信用情報機関制度の創設１．指定信用情報機関制度の創設
指定信用情報機関制度を導入。貸金業者が借
り手の総借入残高を把握できる仕組みの整備

２．総量規制の導入２．総量規制の導入
個人が借り手の場合には、資料取得等による年
収の把握や指定信用情報機関の信用情報の使
用による返済能力調査の義務付け
総借入残高が年収の3分の1を超える貸付けな

ど、返済能力を超えた貸付けを原則禁止

１．１．上限金利の引下げ上限金利の引下げ
出資法の上限金利を29.2%から20％に引下げ

２．みなし弁済制度の廃止２．みなし弁済制度の廃止

Ⅲ．Ⅲ．金利体系の適正化金利体系の適正化

ヤミ金融に対する罰則を強化(懲役5年→10年)

Ⅳ．Ⅳ．ヤミ金融対策の強化ヤミ金融対策の強化
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公布
(18年12月20日)

④財産的基礎要件引上げ

③貸金業務取扱主任者制度

①罰則強化

⑥総量規制の導入

⑤事前書面交付義務の導入

⑦上限金利の引下げ等

公布１か月後
（19年１月20日）

5000万円へ
引上げ

2000万円
へ引上げ

指定信用情報機関
制度の導入（指定申請）

②取立規制強化、
新貸金業協会設立（自主規制ルール強化）など

２年半以内

１年半以内

資格試験実施

配置を
義務化

総量規制
の導入

施行
(19年12月19日)

21年6月18日

事前書面交付
義務の導入

上限金利の
引下げ等

22年6月18日まで

改正貸金業法の施行スケジュール
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財産的基礎要件引上げ

貸金業を営むために必要な最低
純資産額を一律2,000万円に引上げ

（施行前 法人500万円、個人300万円）

最低純資産額を一律
5,000万円に引上げ

※最低純資産額の特例

一定の要件を満たす者は500万円以上

で営業が可能

・貸金業務取扱主任者試験の試験
事務を行う機関の指定

・同試験の開始

試験に合格した貸金業務取扱
主任者の営業所ごとの配置を
義務付け

貸金業務取扱主任者制度

第三段階施行（施行済） 完全施行時

第三段階施行（施行済） 完全施行時

貸金業への参入条件の厳格化等

トータルの元利負担額などを説明した書面を契約締結前に交付することを義務付け

事前書面交付義務の導入

完全施行時

※従業者50人に対して1人以上
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※ 住宅ローンは総量規制の対象外
（指定信用情報機関における他の貸付けの登録情報をあわせた個別判断により、返済能力を超える過
剰な貸付けを一般的に禁止）

原則全て
の個人向け
貸付けは、

に全件登録
↓

貸付け時に

を把握

するため
指定信用情報機関

に照会

原則

１社50万円
又は

総借入残高
100万円

を超える貸付は

の資料徴求

により

指定信用情報機関

他の借入れ

年収等

返済能力調査

３分の１を超えても、借り手の返済能力が定
型的に認められ、健全な資金ニーズと認めら
れる場合には、例外的に借入れを認める

具体的には、
・有価証券担保貸付け
・不動産担保貸付け（居宅等を担保とする場合を除く）
・売却予定不動産の売却代金により返済される貸付け
・個人事業者向けの貸付け（当該事業主の返済能力を
超えない場合に限る） 等

例外

貸金業者からの
総借入残高

年収等

１/３
を超える
貸付けを

禁止

（総量規制）

それに満たない場合

の自己申告

等に基づいて

年収等

返済能力調査

総量規制の導入
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○ 出資法の上限金利（29.2％）を利息制限法の水準（20％）に引き下げ、
利用者の金利負担を軽減する。

（改正後）

15%

刑
事
罰
対
象

利限法上限金利

10万円 100万円

（改正前）

18%

29.2％ 出資法上限金利

15%

20%

刑
事
罰
対
象

超
過
分
は
無
効

利限法上限金利

任意性・書面性を満たす場合に有効

10万円 100万円

20%
18%

行政処分対象

出資法上限金利

超
過
分
は
無
効

上限金利の引下げ
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←①任意性

←②書面要件

貸金業貸金業規制規制法法4343条条
貸金業者が業として行う金銭を目的とする消費貸借上の利息（利息制限法（昭和二十九年法律第百号）第

三条の規定により利息とみなされるものを含む。）の契約に基づき、債務者が利息として任意に支払つた金
銭の額が、同法第一条第一項 に定める利息の制限額を超える場合において、その支払が次の各号に該当する
ときは、当該超過部分の支払は、同項の規定にかかわらず、有効な利息の債務の弁済とみなす。

一 第十七条第一項（中略）の規定により第十七条第一項に規定する書面を交付している場合又は同条第二
項から第四項まで（中略）の規定により第十七条第二項から第四項までに規定するすべての書面を交付し
ている場合におけるその交付をしている者に対する貸付けの契約に基づく支払

二 第十八条第一項（中略）の規定により第十八条第一項に規定する書面を交付した場合における同項の弁
済に係る支払

最高裁判決最高裁判決
最高裁判決において、任意性・書面要件が非常に厳格に解釈されている。

① 任意性を厳格に解釈している判決

※ 平成18年1月13日最高裁判決
・ 期限の利益喪失特約が付されている場合、結果的に利息制限法超過金利部分についても支払が事実上強制

されることとなるので、特段の事情がない限り、利息制限法の制限利率を超える利息を任意に支払ったと
は言えず、｢みなし弁済｣は適用されない。

② 書面要件を厳格に解釈している判決

※ 平成16年2月20日最高裁判決
・ 書面要件を満たすには、①書面に所定の事項がすべて記載されている必要があること、②弁済時の書面交

付は弁済の直後になされる必要がある。

※ 平成17年12月15日最高裁判決
・ リボルビング方式の貸付（注：通常、返済期間や返済金額は定められない）についても、契約時に交付す

べき書面に返済期間、返済金額等の記載がない場合には、みなし弁済の規定は適用されない（最低返済金
額とそれによって計算した返済期間を記載すべき）。

貸金業規制法43条に関する最高裁判決
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○いわゆるＮＰＯバンクを想定した貸金業法の純資産規制の特例について

改正貸金業法においては、貸金業者は、2000万円（完全施行後は5000万円）以上の純資産を有すること
が必要。

ただし、この規制は、資金需要者等の利益を損なうおそれがないものとして内閣府令で定める事由があ
るものに対しては適用除外。（貸金業法６条１項１４号）

○いわゆるＮＰＯバンクを想定した貸金業法の純資産規制の適用除外要件（貸金業法施行規則５条の３第
２号）

営利を目的としない法人であること
純資産額が５００万円以上であること
特定非営利活動に係る事業に対する貸付け等を事業の主たる目的とし、その旨を定款等において定め
ていること
定款等において、剰余金の分配および出資の払込額を超える払戻しを行わないこと等を定めているこ
と
年７．５％を超える利息の契約、受領、支払の要求をしないこと
特定非営利活動に係る事業に係る貸付け等による利息の収入額の割合が５０％を超えていること
法令に定める書類（事業報告書等）を主たる営業所等に備え置き、債務者等から請求があった場合に
は、これを閲覧させること

（注）「特定非営利活動に係る事業に係る貸付け等」：「特定非営利活動に係る事業に係る貸付け」及び「生活困窮者を
支援するための貸付け」

いわゆるＮＰＯバンクを想定した貸金業法の純資産規制の特例について
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貸金業の規制等に関する法律等の一部を改正する法律（平成18年12月20日法律第115号）

附 則

（検討）

第六十七条 政府は、貸金業制度の在り方について、この法律の施行後二年六月以内に、この法律によ
る改正後の規定の実施状況、貸金業者の実態等を勘案し、第四条の規定による改正後の規定を円滑に
実施するために講ずべき施策の必要性の有無について検討を加え、その検討の結果に応じて所要の見
直しを行うものとする。

２ 政府は、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律及び利息制限法に基づく金利の規
制の在り方について、この法律の施行後二年六月以内に、資金需給の状況その他の経済金融情勢、貸
付けの利率の設定の状況その他貸金業者の業務の実態等を勘案し、第五条及び第七条の規定による改
正後の規定を円滑に実施するために講ずべき施策の必要性の有無について検討を加え、その検討の結
果に応じて所要の見直しを行うものとする。

３ 政府は、この法律の施行後二年六月を経過した後適当な時期において、この法律による改正後の規
定の実施状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に応じて所要の見直しを行
うものとする。


